小規模多機能型居宅介護事業者の指定に必要な提出書類
◎事業開始にあたって、介護保険法だけでなく関係法令（都市計画法、建築基準法、消防法、新潟県福祉のまち
づくり条例 等）に適合している必要があります。事前に所管の行政機関等に協議・確認をお願いします。
※指定希望日２か月前までに申請書類を提出してください。
	添付書類一覧番号
	提出書類
	内容
	備考

	
	指定申請書
第１号様式（第２条関係）
	申請者の名称等を記載してください。
	

	
	事業所の指定に係る
記載事項（付表３－１）
	事業所の名称等を記載してください。
	

	
	指定申請に係る添付書類一覧（別添）
	提出書類が揃っていれば「該当欄」に○を付けてください。
	

	１
	申請者の登記事項証明書又は条例等
	介護保険に関する事業を実施する旨の記載のある登記事項証明書（原本）
	

	２
	従業者の勤務体制及び
勤務形態一覧表
（長岡市様式）
（参考様式１）
	①勤務表一式（利用者数算出表、勤務時間態勢表、勤務形態一覧）
②組織体制図

	・開設者研修の修了書の写し
・看護師又は准看護師の資格証の写し

	３
	管理者の経歴
（参考様式２）
	当該事業の管理者の住所、氏名、電話番号、生年月日、主な職歴等
	・実践者研修・管理者研修の修了書の写し

	４
	事業所の平面図

	①事業所の平面図（用途・内法面積を明示した図面）
②事業所の位置図（長岡市全域からの位置図及び事業所周辺からの位置図）
③事業所の求積図（縦×横の長さがわかるように）
④居室面積一覧表（参考様式４）

	・①は、併設している事業所等があれば、施設全体がわかる平面図を添付し、当該事業所部分の区域をマーカーしてください。また、事務室内のレイアウトを記載したものも添付してください。

	５
	建物及び土地の登記事項証明書
	事業所（建物及び土地）の登記事項証明書（原本）、貸借契約書の写しその他の使用権原を証する書類
	・事業所の建物及び土地について、「登記事項証明書（＝全部事項証明書）の原本」を提出してください。
・事業所建物又は土地を賃貸借により使用する場合は、「賃貸借契約書の写し」を併せて提出してください。

	６
	設備・備品等に係る一覧表（参考様式５）
	車やテーブルなど介護に必要な備品類を記載してください。
消火器など非常災害設備等も記載してください。
	・スプリンクラーがある場合は必ず記載してください。

	７
	運営規程
	運営規程（次の内容について、具体的かつわかりやすく定めてください。）
１　事業の目的及び運営の方針
２　職員の職種、員数及び職務内容
３　営業日及び営業時間
４　登録定員並びに通いサービス及び宿泊サービスの利用定員
５　サービスの内容及び利用料その他の費用の額
６　通常の事業の実施地域
７　サービス利用に当っての留意事項
８　緊急時等における対応方法
９　非常災害対策
10　その他運営に関する重要事項
	・１は地域住民との交流の文言を記載してください。
・３は営業日は365日訪問サービスは24時間と記載してください。
・10は①従業者及び退職者の秘密保持②従業者の研修③身体拘束の禁止など。

	８
	利用者からの苦情を処理
するために講ずる措置の
概要（参考様式７）
	苦情処理（次の事項について、具体的かつわかりやすく記載してください。）
１　利用者等からの相談又は苦情等に対応
　する常設の窓口（連絡先）・担当者の設置
２　円滑かつ迅速に苦情処理を行うための
　処理体制・手順
３　その他参考事項
	・１は事業所、長岡市介護保険課給付係（電話番号0258-39-2245　受付時間8：30～17：00）、
新潟県国民健康保険団体連合会介護サービス相談室（電話025-285-3022　受付時間9：00～17：00）を記載してください。

	９
	協力医療機関（協力歯科医療機関）との契約の内容
	契約書又は覚書等を添付してください。
	・夜間や休日にも対応できる旨が記載された契約書等にしてください。

	10
	介護老人福祉施設・介護老人保健施設・病院等との連携体制及び支援体制の概要
	契約書又は覚書等に連携体制及び支援体制の概要を記したものを添付してください。

	・同法人内の介護老人福祉施設等であれば、連携体制及び支援体制の概要のみで可。

	11
	地域密着型介護サービス費の請求に関する事項
（別紙１－３）
	①介護給付費算定に係る体制等に関する届出書
②介護給付費算定に係る体制等状況一覧表
	・各加算に必要な添付書類は「介護給付費算定（加算）の届出の時期及び提出書類一覧」を参照してください。
・介護職員処遇改善加算については、計画書等の提出が必要となります。

	12
	法第７８条の２第４項各号又は第１１５条の１２第２項各号に該当しないことを誓約する書面
（参考様式９－１）
又は（参考様式９－２）
	誓約書には、住所、名称等を記載してください。

	・参考様式９－１は、介護予防の指定がない場合
・参考様式９－２は、介護予防の指定がある場合

	13
	介護支援専門員の氏名等
	介護支援専門員の氏名、介護支援専門員番号を記載してください。
・計画作成担当者経歴書（参考様式２）も添付してください。
	・平成18年度以降のケアマネ、更新者については介護支援専門員証の写し
　それ以外は介護支援専門員登録証明書
・実践者研修の写し
・小規模多機能計画作成研修の写し

	14
	運営推進会議の構成員
	１　利用者
２　利用者の家族
３　地域住民の代表
４　地域包括支援センター
５　市役所職員
６　知見を有する者
等を記載してください。
	・①②の氏名欄は空白で結構です。
・③の地域住民の代表とは、町内会役員、民生委員、老人クラブの代表などが考えられる。
・④は該当する地域の地域包括支援センター名を入れてください。
・⑤は氏名欄空白で、職名等は介護保険課としてください。
・⑥は地域の有識者や他の小規模多機能型居宅介護事業所の職員などが考えられる。

	15
	その他
	①事業所のパンフレット
②重要事項説明書の様式
③利用者との契約書の様式
④収支見込書
⑤食事の提供を委託している場合は、委託契約書及び併設施設等の厨房から運ぶ場合は、配食方法・衛生管理等を記したもの（マニュアルなど）
⑥建築確認済証・検査済証
⑦消防の検査済証
⑧県へ提出した開始届、設置届の写し
	・収支見込書は３か年分の見込みを作成してください。
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